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　動機・目的　昨1 2月に将来年金の選択肢を厚生省が示し、付加して年金審議会委員の

、「公的年金の賃金（可処分所得）スライド制の廃止」の参考意見があった。公的年金の

必要理由の重要な一つに、年金受給者のインフレリスクからの保護がある。昨５月、同委

員の高山氏が年金財政のスリム化として「可処分所得スライドでなく物価スライドへ」と

の意見を述べている。スライド制の本質と、氏の提案がスリム化になるのか、掘下げる。

　方法　J . Eスティグリッツ著・公共経済学　R.トーンプッシュ他著・マクロ経済学

を主とし、２～３の経済学書・近２年間の日経新聞の関連ある論説・記事を参考に個人的

な考察を行なった。

　結論　インフレリスクは、長生きのリスクのような個人的なリスクではなく、プールし

ても避けられない社会的リスクだからである。税に依り、或いは世代間でリスクを分散し

得る政府だから可能で、実際、実質額を保障する民間年金は無い。

　高山氏の考えは、可処分所得指数は、常に物価指数よりも高いという前提に成り立つ。

ということは、賃金の硬直性は下方（デフレーション時）のみであり、上方（インフレー

ション時）には賃金は物価以上に上昇するということになる。第一次石油危機後インフレ

時に事実あった。しかし、賃金硬直は上下方向に在るというのが一般論ではなかろうか。

　さらに、家計の強制支出（税・社会保険料）率は高まる傾向にあり、

　さらに、累進性の高い日本の所得税制度では、僅かの所得上昇率がそれ以上の所得税率

上昇を来す。加えて、米国に見る資本に対する労働分配率低下が今後起こりはしないか。

I Pp-10
育児の社会的評価方法と育児費用の公私分担のあり方

　　　　　　　　　　丸山　桂（国立社会保障・人口問題研究所研究員）

　【目的】　急速な少子・高齢社会の進展を背景に、育児支援は重要な政策課題になってい

る。しかし、女性の社会進出が増加し、保育ニーズが高まっているにもかかわらず、育児

に伴う費用や労働は、家庭内の負担とされる傾向が強く残っている。本研究では、近年の

家庭内での無償労働評価の研究動向もふまえながら、家庭内での育児労働、育児費用をど

のように公私で分担すべきかを考えることを目的としている。

　【方法】　１人の子どもを養育するための費用とその公私の分担状況を、保育サービスの

利用の有無や家庭内での無償労働価値も含めて、試算を行った。また、税制や社会保障制

度による支援が、どの程度の有効性をもつのかについても、検討を行った。

　【結果】　子どもの年齢が小さいほど、育児費用は、公私ともに高い傾向がある。保育所

を利用する世帯は、そうでない世帯より、保育所の利用料軽減という公的援助を受け、育

児の私的負担は軽減されるもの、保育料負担そのものは、中・高所得層の家計にとって大

きな負担になっている。無償労働に対するコスト意識が低い現在、保育所の利用料は、保

育所利用の足かせにつながるとも考えられる。現行の制度では、育児費用に対する政策支

援は不十分であり、少子化対策としての社会保障制度の充実が必要である。
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